２００９年３月３日
ＩＡＳＢの最近の動向
国際会計基準審議会理事　山田辰己
Ⅰ．ＩＡＳＢをめぐる現状 

1． 上場企業の世界標準となる国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）
· ＩＡＳＢが作成する会計基準は、「ＩＦＲＳ（イファース）」と呼称され、ＩＡＳＣ（国際会計基準委員会、ＩＡＳＢの前身）が作成した「国際会計基準（ＩＡＳ）」（現在も有効）を含め、全体をＩＦＲＳと呼ぶ。
· ＥＵ、オーストラリアなど１１０カ国がＩＦＲＳを強制又は任意適用
· 米国も２０１４年以降は米国基準に代えてＩＦＲＳを上場企業に強制適用
· わが国も最短の場合２０１５年から上場企業にＩＦＲＳの強制適用
2． コンバージェンスとアドプション
· コンバージェンスは、自国基準とＩＦＲＳとの差異を縮小することによって自国基準をＩＦＲＳと同様な内容にしようとする方法
· アドプション（採用）は、①自国基準を廃止し、これに代えて、ＩＦＲＳそのものを自国基準として取り入れる方法、又は、②自国基準を廃止しなくとも、例えば、上場企業にはＩＦＲＳの適用を強制する方法
· コンバージェンスでは、資本市場からの信頼はかち得られない
3． 米国基準とＩＦＲＳとの会計基準の統合（ＭＯＵプロジェクト）
· ＩＡＳＢは、２０１１年６月までに８項目の会計基準の改訂を行う
· この改訂は、最短で２０１２年頃には日本の会計基準に反映される
Ⅱ．米国の動向
1 ＳＥＣは、２００７年１１月１５日に、ＳＥＣに登録する外国企業の財務報告にＩＦＲＳを用いることを許容するための規則の変更を承認したことを公表した。これにより、２００７年１１月１６日以降に終了する事業年度のＩＡＳＢが作成したＩＦＲＳに基づく財務諸表を作成する外国企業に対しては、米国会計基準との間の差異調整表の作成を求めないことになる。米国市場で受入れるＩＦＲＳは、ＩＡＳＢが作成したＩＦＲＳのみであり、各国で修正されたＩＦＲＳは、この取扱いの対象とはならない。例えば、ＩＦＲＳの一部を採用しなかった（これを「カーブアウト」という）ＩＦＲＳ（欧州版ＩＦＲＳ）は対象にならない。
2 ２００８年８月２７日に、ＳＥＣは、米国の上場企業に対してＩＦＲＳを強制適用（ＩＦＲＳのアドプション）するためのロードマップを示したプロポージング・リリース（proposing release）を公表することを満場一致で決定した。その後、プロポージング・リリースは、２００８年１１月１４日に公表されたが（コメント期間は９０日）、その内容はおおよそ次のとおりである。
(a) ある要件を満たした米国上場企業に対して、２００９年１２月１５日以降に終了する事業年度の開始時点からＩＦＲＳの任意適用を認める。早期適用の目的は、投資家にとっての比較可能性の向上である。
(b) 達成すべき条件（マイルストーン）の達成状況を評価して、ＳＥＣは、２０１１年に米国上場企業にＩＦＲＳを強制適用するかどうかを決定する。
(c) もし強制適用することが決定された場合には、次の日程でＩＦＲＳを採用する。
(i) 大規模早期適用登録企業（large, accelerated filers）は２０１４年から
(ii) その他の早期適用登録企業（accelerated filers）は２０１５年から
(iii) 早期適用以外の登録企業（nonaccelerated filers）は２０１６年から
(d) 上記(a)の早期適用ができる企業は、①その属する産業において市場規模で世界の２０位以内であること、及び、②当該産業の公開企業の２０位までの企業において、ＩＦＲＳがそれ以外の会計基準のいずれよりも多く利用されていることという条件を満たす必要がある。これに該当する企業は、１１０社、３４産業に渡る。
(e) 上記(b)のＳＥＣが２０１１年にＩＦＲＳの強制採用を評価するためのマイルストーンには次のものがある。
· 会計基準の改善（ＭＯＵによるＩＦＲＳの改善が示唆されたが、ＭＯＵすべての完成を指しているかどうかははっきりしない）
· ＩＡＳＣ財団の資金調達方法及び説明責任（モニタリング・グループの新設等）
· ＩＦＲＳ報告のための双方向データの利用能力の改善
Ⅲ．日本への影響
1． 上場企業の連結財務諸表へのＩＦＲＳの適用（アドプション）
· ２０１０年３月期からの任意適用（一定の適格会社にのみ許容）
· ２０１５年からの強制適用（その判断を２０１２年に行う）
2． 日本基準とＩＦＲＳとの差異
· ＥＵが２００８年１２月に日本基準はＩＦＲＳと同等であると評価
· 両者の間の主要な差異は２０１１年６月までに解消（東京合意）
· 両者の差異は縮小する傾向にあるので、ＩＦＲＳの導入は困難ではない（両者の基準の背景にある思想の違いを理解する必要がある）
· 連結グループ全体の会計処理の統一化やＩＴ投資の必要性
Ⅳ．ＭＯＵの進捗状況
２００８年４月に開催されたＩＡＳＢとＦＡＳＢの合同会議で、ＭＯＵプロジェクトのうち無形資産については、プロジェクトとして取り上げることをやめ、さらに、残る９項目のうち、金融商品（現行基準の見直し）を除き、２０１１年６月までに８項目すべて完成することが合意された。これを実現するために、各プロジェクトで、その検討対象を見直し、できるだけ範囲を縮小した上で、取り進めることが合意されている（ＭＯＵの改訂版は２００８年９月１１日に公表された）。
【ＭＯＵ項目の２０１１年までの検討方針案】
	プロジェクト
	検討方針変更提案の内容

	収益認識
	基本的に「顧客対価アプローチ」をベースにして、収益認識のタイミングと測定の問題を扱う。①履行義務の定義、②いつ履行義務が遂行されたか（＝収益認識時点）、③履行以外の理由で履行義務が変動する場合の取扱い（当該変動を収益として認識するかどうか）、④条件付義務（返還権）の取扱い（収益認識の取消しとして会計処理するかどうか）、⑤開示及び⑥現行実務への適用による結論の検証などを検討する。

	公正価値測定
	米国財務会計基準書（ＳＦＡＳ）第１５７号の根本的見直しはせず、この基準の考え方を採用する（出口価値、市場参加者の視点、最有効利用及び主要市場の採用）。今回の信用危機によって活発な市場がなくなった場合にどのように公正価値を計算するかに関する報告書が別途作成されるが、必要に応じてそこでの成果を最終基準に反映する。また、概念的な部分の検討は概念プロジェクトに移行する。

	連結方針
	支配概念に基づく連結範囲の決定（特別目的会社を含む）とサブプライム問題に緊急に対応する開示（オフバランス企業に対して報告企業が有する重要な関与の状況の開示）の強化を目指す。ＩＡＳ第２７号及びＳＩＣ第１２号の改訂公開草案が２００８年１１月にも公表される。

	認識の中止
	ＩＡＳ第３９号で規定する金融商品の認識の中止のための基準をより簡素で明確なものとするために、資産及び負債の定義を満たすもののみを財政状態計算書で認識し、満たさないものは認識の中止を行うという原則を用いた改訂を行う。現在検討されている認識の中止に関する２つのモデルは次のとおりである。
(a)アプローチ１
譲渡人の視点に立って認識の中止を判断する。譲渡人は、自らの便益のために、譲渡人が譲渡前に認識していた資産のキャッシュ・フローのすべて又はその一部に対するその他のアクセスを現在有していない場合には、資産及びその構成要素（資産の一部であればどのような部分であってもよい）の認識の中止を行う。言い換えると、次のとおりとなる。
1 譲渡人は、自らの便益のために、譲渡人が譲渡前に認識していた資産のキャッシュ・フローのすべてに対するその他のアクセスを現在有していれば、認識の中止を行うことはできない。
2 譲渡人は、自らの便益のために、譲渡人が譲渡前に認識していた資産のキャッシュ・フローの一部に対するその他のアクセスを現在有していれば、その部分を継続して認識し、アクセスを現在有していなければ、その部分の認識の中止を行う。また、この譲渡に伴って新たに作り出された資産及び負債を認識する。
 (b)アプローチ２
次のいずれかの条件を満たした場合には、資産及びその構成要素（下記④に限定）の認識の中止を行う
1 譲渡人が資産に対する継続的関与を有しない。
2 譲受人が、自分自身の便益のために資産を譲渡できる実際上の能力を有している。
3 「リンク表示（linked presentation）」を導入し、関連する資産と負債に関する純額表示を認める。
4 「資産の構成要素」をＩＡＳ第３９号第１６項(a)が定義する「構成要素」に限定する。

	財務諸表の表示
	３つの財務諸表（財政状態計算書、包括利益計算書及びキャッシュ・フロー計算書）の表示区分を統一する（例えば、事業区分と財務区分）。これを一体性の原則と呼んでいる。これによって、財務諸表間の関連がより明確になり、財務諸表分析に資する。財政状態計算書では、資産及び負債を表示区分ごとに純額で表示する（流動資産計、非流動資産計、総資産、流動負債計、非流動負債計及び総負債といった金額は欄外の注記で開示）。包括利益計算書では、当期利益の表示を継続するとともに、その他包括利益及びリサイクリングという現行の表示方法を存続させる。キャッシュ・フロー計算書では、現金のみの変動を表示することとし（現金同等物という考え方を廃止）、営業キャッシュ・フローは、直接法を用いて算出することとする。新たな注記として、包括利益計算書とキャッシュ・フロー計算書の差異調整表（発生主義、再測定といった差異の原因を示す）を新設する。ディスカッション・ペーパーは、２００８年１０月に公表された。

	退職後給付
	給付建制度の数理計算上の差異の即時認識及びキャッシュ・バランス・プランの会計処理に関する改訂を行う。２０１１年６月までの完成のため、前者と後者を別々の公開草案として公表する。数理計算上の差異は、発生時にすべてを当期利益で認識することが暫定的に合意されている。

	リース
	借手の会計処理を中心に２０１１年までに完成させるが、貸手の会計処理についても概括的に触れる。ファイナンス・リースとオペレーティング・リースの区分に代え、リース資産の利用権の取得及びそれに対応する賃借料の支払債務の負債認識として会計処理する方向で検討する。借手の資産をリース期間で償却する処理については変更せず、リースの定義も変更しない方向で検討する。

	金融商品（現行基準の見直し）
	ヘッジ会計の簡素化や測定のための区分（満期保有、売買目的及び売却可能）の見直しなどが検討すべき課題になると考えられるが、２００８年３月に公表されたディスカッション・ペーパーに対するコメントを待って２００８年１０月以降に今後の方向性を検討する。このプロジェクトでは、最終的には金融商品を公正価値で測定する単一測定属性の達成を目指すが、それに至る中間段階として漸進的にＩＡＳ第３９号の改訂を目指す。２０１１年までの完成を目指していない。

	資本と負債の区分
	２００８年２月にディスカッション・ペーパーが公表された。現在は、資本と負債の区分のための規準を、①無期限アプローチ（決済の必要がなく、かつ、当該無期限金融商品の保有者が清算時に企業の純資産に対して請求権を有しているという条件を満たす金融商品を資本とするというアプローチ）及び②基本所有アプローチ（当該金融商品が最劣後で、かつ、清算時に企業の純資産に対して比例的な持分を有する金融商品を資本とするというアプローチ）の２つをベースとして、検討している。


東京合意では、ＩＡＳＢが２０１１年６月までに改訂したＩＦＲＳについては、遅くともその適用開始までに日本基準を改訂することとなっているので、基準の完成から発効日まで１年とすると、日本基準は、２０１２年６月までには、改訂されることとなる。
(1)財務諸表の表示（ディスカッション・ペーパー）
· ３つの財務諸表の表示区分を「事業（business）」及び「財務（financing）」に統一する。
· 上記表示区分のへの区分は企業経営者の判断による（会計方針として決定する）。この判断は、セグメント単位で行う。また、表示順序も企業の判断による。
· 財政状態計算書（貸借対照表）の表示様式を資産及び負債の純額表示に変更。
· 包括利益計算書（損益計算書）は、１計算書方式のみとなる。
· 包括利益計算書では、当期利益を残すとともに、その下にその他包括利益を示し、リサイクリングも認める。
· キャッシュ・フロー計算書では、事業からのキャッシュ・フローには、直接法が適用される。
· 新たな注記として、包括利益計算書からキャッシュ・フロー計算書への差異調整表の作成を求める（差異は、「再測定以外の発生主義項目」、「反復する公正価値の変動」及び「それ以外の再測定」の３つに分ける）。
· 長期的な目標（当期利益及びリサイクリングの廃止など）に関する予備的見解は表明せず、検討したいくつかの考え方を示すにとどめる。
· ディスカッション・ペーパー公表後、フィールド・テストを行う。
· ディスカッション・ペーパーが２００８年１０月１６日に公表された（コメント締切りは、２００９年４月１４日）。
【３つの財務諸表の表示の関係】
	財政状態計算書
	包括利益計算書
	キャッシュ・フロー計算書

	事業

· 営業資産及び負債
· 投資資産及び負債
	事業

· 営業収益及び費用
· 投資収益及び費用
	事業

· 営業キャッシュ・フロー
· 投資キャッシュ・フロー

	財務

· 財務資産
· 財務負債
	財務

· 財務資産収益
· 財務負債費用
	財務

· 財務資産キャッシュ・フロー
· 財務負債キャッシュ・フロー

	法人所得税
	法人所得税（事業及び財務に係るもの）
	法人所得税



	廃止事業
	廃止事業、税引後
	廃止事業

	
	当期利益
	

	
	その他の包括利益、税引後
	

	所有者持分
	包括利益
	所有者持分

	
	
	現金の純変動


【再調整のための新たな注記】
	
	所有者との取引を除く、資産及び負債の変動
	
	

	
	再測定以外
	再測定
	
	

	
	現金構成要素
	発生計上項目の構成要素
	
	

	A
	B
	C
	D
	E
	F
	G

	キャッシュ・フロー計算書における表題
	キャッシュ・フロー
	発生計上項目、配分、その他
	継続的な公正価値の変動・評価額の修正
	その他すべての再測定
	包括利益
（B+C+D+E）
	包括利益計算書における表題


Ⅴ．これまでの国際動向のまとめ
1 ２００１年４月：ＩＡＳＢの設立。
2 ２００２年１０月：ノーウォーク合意の公表。
3 ２００５年１月以降：ＥＵでの連結財務諸表へのＩＦＲＳの強制適用（オーストラリアも同様）。
4 ２００５年３月：ＩＡＳＢとＡＳＢＪとのコンバージェンス・プロジェクトの開始。
5 ２００５年４月：ＳＥＣとＥＣによるＳＥＣの「ロードマップ」への支持表明。
6 ２００６年２月：ＩＡＳＢとＦＡＳＢによる「MOU（Memorandum of Understanding）」（”Roadmap for Convergence between IFRSs and USGAAP 2006-2008”）の公表。２００７年末までの達成目標を設定。
7 ２００７年１月以降：ニュージーランドでＩＦＲＳを強制適用。中国もＩＦＲＳに基づく新中国会計基準を上場企業に適用開始。
8 ２００７年８月：ＩＡＳＢとＡＳＢＪとの間の「東京合意」の公表（２０１１年６月までのコンバージェンスの完成）。
9 ２００７年１１月：ＳＥＣによるＳＥＣに登録する外国企業の財務報告にＩＦＲＳを用いることを許容するための規則の変更の承認。（これにより、２００７年１１月１６日以降に終了する事業年度のＩＦＲＳに基づく財務諸表を作成する外国企業に対しては、米国会計基準との間の差異調整表の作成が不要となった。）
10 ２００８年８月２７日に、ＳＥＣは、米国の上場企業に対してＩＦＲＳを強制適用するためのロードマップを示したプロポージング・リリースを承認した。提案内容は、２００９年からある要件を満たした公開企業にＩＦＲＳの任意適用を認め、２０１１年にＳＥＣがＩＦＲＳの強制適用を決定したならば、２０１４年から２０１６年にかけて段階的にＩＦＲＳを公開企業に強制適用するというもの。２００９年上半期に最終案を決定する。
11 ２００８年９月：「MOU（Memorandum of Understanding）」（”Roadmap for Convergence between IFRSs and USGAAP 2006-2008”）の改訂版を公表。２０１１年６月までにＭＯＵに含まれる９項目のうち８項目を完成させることを表明。
12 ２００８年１０月１３日にＩＡＳ第３９号「金融商品：認識及び測定」及びＩＦＲＳ第７号「金融商品：開示」の改訂を行い、それを「金融資産の再分類」として公表。
13 ２００８年１１月から１２月にかけて世界の３地域で金融商品に関する円卓会議を開催（１１月１４日にロンドン、２５日に米国ノーウォーク、１２月３日に東京で開催）。
14 ２００８年１２月１２日に、欧州委員会は、日本基準が「ＥＵで採用されているＩＦＲＳと同等である」との決定を行った。これにより、２００９年以降も、ＥＵ域内市場において、日本企業は日本基準の財務諸表を用いて上場を続けることが可能となった。
15 ２００９年１月に、企業会計基準審議会は、上場企業に対して、(a)２０１０年３月期からのＩＦＲＳの任意適用及び(b)最短で２０１５年からのＩＦＲＳの強制適用（その決定は２０１２年に行う）を内容とするロードマップを示した。
以　上
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